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平成１４年３月期    個別財務諸表の概要                       平成 14 年５月 24 日 
上場会社名   株式会社  安 楽 亭                           上場取引所 東京 
コード番号         ７５６２                                                         本社所在都道府県  
(ＵＲＬ http://www.anrakutei.co.jp/) 
問い合せ先   責任者役職名 経理部次長                                           埼玉県 
        氏    名 長 木 聖 治     ＴＥＬ (０４８)－８５９－０５５５ 
決算取締役会開催日 平成 14 年５月 24 日       中間配当制度の有無    有 
定時株主総会開催日 平成 14 年６月 27 日       単元株制度の採用の有無  有 
１．14 年３月期の業績（平成 13 年４月１日～平成 14 年３月 31 日） 
(1)経営成績                                (単位:百万円未満切捨) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
14年 3月期 
13年 3月期 

百万円    ％ 
27,273   △15.8 

   32,390      7.3 

百万円    ％ 
      △144     － 

2,908     9.0 

百万円     ％ 
△926    － 
1,515   △20.5 

 
  

当 期 純 利 益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整 
後 1株当たり 
当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総  資  本 
経常利益率 

売  上  高 
経常利益率 

 
14年3月期 
13年3月期 

     百万円    ％ 
△1,236      － 

         458   △50.5 

  円 銭 
△61.42 
23.81 

円  銭 
― 
― 

％ 
△16.8 
5.7 

    ％ 
△1.9 
3.2 

    ％ 
△3.4 
4.7 

 
(注)①期中平均株式数 14 年３月期 20,125,247 株 13 年３月期 19,249,023 株  
    ※平成 12 年５月 19 日付で額面普通株式 1株を 1.5 株に分割しております。 
②会計処理の方法の変更 有  

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
(2)配当状況 

年間配当金  １株当たり
 
 

中間 期末 
配当金総額 
(年間) 

 

 
配当性向 

株主資本 
配当率 
 

   
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

円 銭 
10.00 
12.00 

円 銭 
    5.00 

7.00 

円 銭 
5.00 
5.00 

百万円 
201 
241 

％ 
－ 
52.7 

％ 
3.1 
3.0 

 

(注)13 年 3 月期中間配当金内訳   記念配当 2 円 00 銭、特別配当 0円 00 銭 
 (3)財政状態 
     総  資  産     株 主 資 本          株主資本比率    １株当たり株主資本  

 百万円 百万円 ％ 円 銭  
 14年3月期 

13年3月期 
49,239 
48,491 

6,602 
8,076 

13.4 
16.7 

328.22 
401.17  

(注)①期末発行済株式数 14 年３月期  20,115,861 株   13 年３月期  20,131,500 株  
  ②期末自己株式数  14 年３月期     15,639 株  13 年３月期    1,579 株 
 
２．15 年 3 月期の業績予想（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  
 
中間期 
通 期 

百万円 
14,600 
29,200 

百万円 
360 
900 

百万円 
210 
530 

円 銭 
5.00 
― 

円 銭 
― 
5.00 

円 銭 
― 

10.00 
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）26 円 34 銭  



 

 ２

 比較貸借対照表 
 

第 24 期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

第 23 期 
(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

 
増減 

 
期別 

 
科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

資産の部  ％  ％  
流動資産 6,217,512 12.6 9,363,126 19.3 △3,145,613 

現金及び預金 
 売  掛  金 
 有 価  証 券 
商        品 
食        材 
貯   蔵   品 
前 払  費 用 
未 収  入 金 
繰延税金資産 
自 己  株 式 
その他の流動資産 
貸 倒 引当金 

3,190,660 
156,515 
1,505,623 
88,332 
56,527 
19,677 
383,083 
24,607 
289,942 

－ 
502,849 
△305 

 5,307,631 
150,956 
3,039,377 
79,212 
91,950 
15,864 
454,457 
63,798 
75,046 
1,204 
85,164 
△1,539 

 △2,116,971 
5,559 

△1,533,754 
9,119 

△35,423 
3,813 

△71,374 
△39,190 
214,895 
△1,204 
417,684 
1,233 

固定資産 43,012,752 87.4 39,065,987 80.7 3,946,764 
有形固定資産※1 
建        物※2 
構   築   物 
機械及び装置 
車 両 運搬具 
工具器具備品 
土        地※2 
建 設 仮勘定 

35,056,608 
7,580,265 
684,012 
118,782 
336 

587,371 
25,998,474 
87,364 

71.2 32,593,326 
6,538,404 
739,264 
144,671 
494 

713,472 
23,926,299 
530,720 

67.2 2,463,281 
1,041,861 
△55,251 
△25,888 

      △157 
△126,100 
2,072,175 
△443,356 

無形固定資産 
借   地   権 
電 話 加入権 
水道施設利用権 
ソフトウェア 

71,993 
3,870 
39,128 
21,978 
7,016 

0.2 70,446 
3,870 
38,191 
22,882 
5,501 

0.2 1,547 
－ 
937 
△904 
1,514 

投資その他の資産 
投資有価証券 
関係会社株式 
出   資   金 
長 期 貸付金 
関係会社長期貸付金 
破産債権更正債権その
他これらに準ずる債権 
長期前払費用 
敷 金 保証金※2 
店舗賃借仮勘定※8 
繰延税金資産 
その他の投資※6 
貸 倒 引当金 

7,884,150 
128,427 
539,516 
3,255 
59,522 

1,537,100 
 

29,145 
140,769 
5,155,019 
193,267 
56,901 
70,776 
△29,551 

16.0 6,402,215 
70,476 
277,116 
3,255 
61,271 
106,800 

 
－ 

230,296 
5,521,745 
35,000 
31,697 
64,805 
△249 

13.2 1,481,934 
57,950 
262,400 

－ 
△1,748 
1,430,300 

 
29,145 
△89,527 
△366,726 
158,267 
25,203 
5,971 

△29,301 
繰延資産 8,888 0.0 62,222 0.1 △53,333 
社債発行差金 8,888  62,222  △53,333 
資産合計 49,239,153 100.0 48,491,336 100.0 747,817 



 

 ３

 
 (単位:千円) 

 

第 24 期 
(平成 14年 3月 31 日現在) 

第 23 期 
(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

 
増減 

 
期別 

 
科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

負債の部  ％  ％  
流動負債 19,317,734 39.2 13,209,166 27.2 6,108,568 

買  掛  金※4 
短 期 借入金※2 
一年以内返済予定長期借入金※2 
一年以内償還予定社債 
未   払   金 
未 払  費 用 
未払法人税等 
未払消費税等 
預   り   金 
前 受  収 益 
賞 与 引当金 
設備購入割賦未払金※2 
設備購入未払金 
デリバティブ債務 
その他の流動負債 

763,802 
1,635,300 
8,473,814 
5,204,000 
457,445 
674,885 

－ 
－ 

74,273 
18,249 
153,035 
999,989 
211,162 
600,890 
50,886 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,093,098 
704,900 

7,104,419 
－ 

525,201 
801,393 
25,732 
205,892 
83,705 
49,520 
193,509 

1,354,004 
361,836 
526,324 
179,626 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

△329,296 
930,400 
1,369,395 
5,204,000 
△67,755 
△126,508 
△25,732 
△205,892 
△9,432 
△31,271 
△40,474 
△354,015 
△150,674 
74,566 

△128,740 
固定負債 23,318,959 47.4 27,206,116 56.1 △3,887,157 
社        債※2 
長 期 借入金※2 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
設備購入長期割賦未払金※2 
預 り 保証金 
長期前受収益 

－ 
21,880,371 
70,492 
70,203 

1,077,171 
220,720 

－ 

 
 
 
 
 
 
 
 

5,204,000 
19,676,554 

77,827 
－ 

2,101,008 
126,727 
20,000 

 
 
 
 
 
 
 
 

△5,204,000 
2,203,817 
△7,335 
70,203 

△1,023,836 
93,993 
△20,000 

負債合計 42,636,693 86.6 40,415,283 83.3 2,221,410 
資本の部      
資   本   金※3 2,700,750 5.5 2,700,750 5.6 － 
資 本 準備金 
利 益 準備金 

2,381,850 
93,240 

4.8 
0.2 

2,381,850 
81,075 

4.9 
0.2 

－ 
12,164 

その他の剰余金※9 1,444,626 2.9 2,915,339 6.0 △1,470,713 
任 意 積立金 
別 途 積立金 
当期未処分利益 

2,750,000 
2,750,000 
△1,305,373 

 2,550,000 
2,550,000 
365,339 

 200,000 
200,000 

△1,670,713 
その他有価証券評価差額金 △8,579 △0.0 △2,961 △0.0 △5,618 
自己株式 △9,426 △0.0 － 0.0 △9,426 
資本合計 6,602,459 13.4 8,076,053 16.7 △1,473,593 
負債及び資本合計 49,239,153 100.0 48,491,336 100.0 747,817 



 

 ４

２．比較損益計算書 
(単位:千円) 

第 24 期 
自平成 13 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

第 23 期 
自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

 
増 減 

 
期別 

 
科目 

金額 百分比(％) 金額 百分比(％) 金額 
売上高 
売上原価※1 

27,273,309 
9,603,343 

100.0 
35.2 

32,390,786 
11,186,493 

100.0 
34.5 

△5,117,476 
△1,583,150 

売上総利益 17,669,966 64.8 21,204,293 65.5 △3,534,326 
販売費及び一般管理費※2 17,814,897 65.3 18,295,943 56.5 △481,046 
営業利益又は営業損失(△) △144,931 △0.5 2,908,349 9.0 △3,053,280 
営業外収益 
受取利息 
受取配当金 
有価証券売却益 
家賃収入※1 
その他の営業外収入 

営業外費用 
支払利息 
社債利息 
デリバティブ運用損益 
社債発行差金償却 
賃貸原価 
その他の営業外費用 

529,052 
45,612 
756 
20 

439,436 
43,225 

1,310,350 
710,763 
123,100 
237,974 
53,333 
171,150 
14,028 

1.9 
 
 
 
 
 

4.8 
 

421,301 
40,547 
3,045 
265 

340,797 
36,646 

1,814,532 
792,869 
123,100 
679,888 
53,333 
162,517 
2,823 

1.3 
 
 
 
 
 

5.6 

107,750 
5,064 
△2,288 
△245 
98,639 
6,579 

△504,182 
△82,106 

－ 
△441,914 

－ 
8,633 
11,204 

 
経常利益又は経常損失(△) △926,229 △3.4 1,515,118 4.7 △2,441,347 

特別利益 
固定資産売却益※1,3 
貸倒引当金戻入益 
収用補償金 
その他 

特別損失 
固定資産売却損※1,4 
固定資産除却損※5 
役員退職慰労金 
投資有価証券評価損 
過年度役員退職慰労引当金 
過年度退職給付会計基準変更
時差異処理額 
店舗閉鎖損※6 

180,982 
31,163 
－ 

135,657 
14,161 
648,677 
44,676 
213,495 
134,495 
18,575 
55,719 

 
－ 

181,715 

0.7 
 
 
 
 

2.4 

48,293 
47,055 
1,238 
－ 
－ 

603,969 
476,574 
67,594 
－ 
－ 
－ 
 

59,800 
－ 

0.2 
 
 
 
 

1.9 
 
 

132,688 
△15,892 
△1,238 
135,657 
14,161 
44,707 

△431,898 
145,900 
134,495 
18,575 
55,719 

 
△59,800 
181,715 

税引前当期純利益 
又は当期純損失(△) 

 
△1,393,923 

 
△5.1 

 
959,442 

 
3.0 

 
△2,353,366 

法人税、住民税及び事業税 84,580 0.3 505,549 1.6 △420,969 
法人税等調整額 △242,243 △0.9 △4,369 △0.0 △237,874 
当期純利益 
又は当期純損失(△) 

 
△1,236,259 

 
△4.5 

 
458,262 

1.4  
△1,694,522 

前期繰越利益 31,524  62,073  △30,548 
中間配当額 100,639  140,905  △40,266 
中間配当に伴う利益準備金積立額 －  14,090  △14,090 
当期未処分利益 
又は当期未処理損失(△) 

 
△1,305,373 

  
365,339 

  
△1,670,713 



 

 ５

 
 
３．比較利益処分案 

(単位:千円) 
期別 

 
科目 

第 24 期 
自平成 13 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

第 23 期 
 自平成 12 年 4 月  1 日 
 至平成 13 年 3 月 31 日 

増減 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

100,579 
 
 
 
 

 
△1,305,373 

 
 

1,750,000 
444,626 

 
100,579 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

12,164 
100,649 
21,000 
(1,730) 

 
200,000 

 
365,339 

 
 
 

365,339 
 

333,814 
 
 
 
 
 
 
 

 
△1,670,713 

 
 

1,750,000 
79,286 

 
△233,235 

 
△12,164 
△70 

△21,000 
(△1,730) 

 
△200,000 

 
Ⅰ 当期未処分利益 

又は当期未処理損失(△) 
１. 任意積立金取崩額 
別途積立金取崩額 

  合計 
 
Ⅱ 利益処分額 
 
１．利益準備金 
２．配当金 
３．役員賞与金 
(うち監査役賞与金) 
４．任意積立金 
別途積立金 

 
Ⅲ 次期繰越利益 

 
 
 

 
344,046 

  
31,524 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 ６

 
 
 
 
４．重要な会計方針  
 

項   目 
第 24 期 

自平成 13 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

 

   
１．有価証券の評価基準及び評価方法  償却原価法  
 子会社株式 

 移動平均法による原価法   
その他有価証券 
 時価のあるもの 
    期末決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入 
法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 
時価のないもの 
    移動平均法による原価法 
 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 デリバティブ 
時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 (1) 商品・食材  ―   総平均法による原価法 
(2) 貯蔵品    ―   最終仕入原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産     
平成 10 年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)につ 
いては定額法、それ以外の有形固定資産については定率法 
を採用しております。なお、主な耐用年数は、以下の通り 
であります。 
                               
建        物  10 年～39 年 
構   築   物  10 年～15 年 
機 械  装 置  10 年～15 年 
工具器具備品   ５年～６年 

 

   
 また、有形固定資産の取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産につい

ては、３年間で均等償却する方法を採用しております。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2) 無形固定資産 
  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ 
アについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく 
定額法を採用しております。 

 
(3) 長期前払費用 
     均等償却   

５．繰延資産の処理方法 
 

社債発行差金 
社債償還期間(３年)に亘り均等償却 

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
(2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計 
上しております。 

 

   
(3) 退職給付引当金     
従業員に対する退職金の支払に備えるため、当事業年度末 
における退職給付債務見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、発生年度に全額を費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づ
く期末要支給額を計上しております。なお、過年度分については、
５年間で均等に特別損失に計上することとしております。 

  

  
 
 
 
 
 



 

 ７

 
 

項   目 
第 24 期 

自平成 13 年 4 月  1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

７．リース取引の処理方法 
 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

８．ヘッジ会計の方法 
 
 
 
 

イ ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、通貨スワ 
ップについて振当の要件を充たしている場合には振当 
処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充た 
している場合には特例処理を採用しております。 
ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段・・・金利スワップ、通貨スワップ 
   ヘッジ対象・・・借入金、社債 
ハ ヘッジ方針 
   金利変動リスク及び為替相場変動リスクの軽減のため、 
対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

ニ ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の 
累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー 
変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効 
性を評価しております。ただし、特例処理によってい 
る金利スワップについては、有効性の評価を省略して 
おります。 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており
ます。 

 
会計処理の変更 
 
役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当期から役員退職慰労金内規に基
づく要支給額を、役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。この変更は、当期に内規
の整備を行ったことにより、また、役員退職慰労金の引当計上が慣行として定着しつつあることを踏まえ、
役員の在任期間に対応した費用配分を行うことにより、期間損益の適正化と財務内容の健全化を図るため
のものであります。なお、過年度分については、５年間で均等に特別損失に計上することとしております。
この変更に伴い、当期発生額 15,483 千円は販売費及び一般管理費に、過年度対応額 55,719 千円は特別損
失に計上しております。この結果、従来と同一の方法に比べ、営業損失及び経常損失はそれぞれ 15,483
千円増加し、税引前当期純損失は 70,203 千円増加しております。 

 
追加情報 
  
「自己株式」 
 貸借対照表において前期まで流動資産に掲記しておりました「自己株式」は、「株式会社の貸借対照表、
損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する規則」の改正により当期より資本に対する控除項目とし
て資本の部の末尾に表示しております。 
 

 
 
 
 
 
 



 

 ８

注記事項 
(貸借対照表関係) 
 第 24 期 第 23 期 
 (平成 14 年 3 月 31 日現在) (平成 13 年 3 月 31 日現在) 

 ※1.有形固定資産の減価償却累計額 6,460,745千円 
※2.担保提供資産と対応する債務 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 5,634,235千円 
※2.担保提供資産と対応する債務 

 (1)担保提供資産 (1)担保提供資産  

建物                   2,489,304千円 
土地             17,662,887 千円 
敷金保証金          2,427,186 千円 

      計                    22,579,378 千円 
(2)対応する債務   

短期借入金                        701,335千円 
一年以内返済予定長期借入金    5,578,783千円 
設備購入割賦未払金                42,153千円 
社債                           1,000,000千円 
長期借入金                15,066,332千円 
設備購入長期割賦未払金     168,613 千円 
計                       22,557,216 千円 

 建物                   3,407,158千円 
土地             20,937,279 千円 
敷金保証金          2,200,730 千円 

      計                    26,545,168 千円 
(2)対応する債務   

短期借入金                       1,635,300千円 
一年以内返済予定長期借入金     7,134,259千円 
設備購入割賦未払金                   －千円 
一年以内償還予定社債      1,000,000千円      
長期借入金                18,137,940千円 
設備購入長期割賦未払金           － 千円        
計                       27,907,499 千円 

 
※3.会社が発行する株式の総数      80,000,000株 
     発行済株式総数           20,131,500株 
   
 
 
 
 
※4.関係会社に対する資産及び負債 
  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは次の
通りであります。 

  買 掛 金                          740,610千円 

 
※3.会社が発行する株式の総数      80,000,000株 
     発行済株式総数           20,131,500株 
   
  当期中の発行済株式数の増加 
  株式分割による増加 分割比率 ・・・1 : 1.5 
                           発行株式数・・・6,710,500株 
 
※4.関係会社に対する資産及び負債 
  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは次の通り
であります。 

  買 掛 金                          1,063,780千円 

 

  
5.保証債務 

5.保証債務  

 ㈱書楽 
銀行借入に対する保証債務          743,590千円 

㈱書楽(旧社名 ㈱アン情報サービス ) 
銀行借入に対する保証債務          871,970千円 

 リース契約に対する保証債務          41,055千円 リース契約に対する保証債務          74,909千円 
 割賦契約に対する保証債務          13,042千円 割賦契約に対する保証債務          22,619千円 
 ㈱ｻﾘｯｸｽﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｽﾞｼｽﾃﾑｽﾞ 

銀行借入に対する保証債務     2,870,270 千円 
    ㈱デイリーエクスプレス 

銀行借入に対する保証債務      355,000 千円 
    ㈱相澤 
     銀行借入に対する保証債務       630,000 千円 
㈱二十一屋 

     銀行借入に対する保証債務       594,138 千円 
  ㈱アン情報サービス 
   銀行借入に対する保証債務         30,000 千円 
 
※6. 主な外貨建の資産 

㈱ｻﾘｯｸｽﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｽﾞｼｽﾃﾑｽﾞ 
銀行借入に対する保証債務     3,090,200 千円 

    ㈱デイリーエクスプレス 
銀行借入に対する保証債務      415,000 千円 

    ㈱相澤 
     銀行借入に対する保証債務       630,000 千円 
㈱二十一屋 

     銀行借入に対する保証債務       660,000 千円 
 
 
 
※6. 主な外貨建の資産 

 

          科目    外貨額    貸借対照表計上額 ―  
   投資有価証券  100 千 US ドル   13,225 千円 
 

  

 7.担保権設定予約 
  当社資産全体について金融機関からの借入 388,390 千
円に対して担保設定予約をしております。 

7.担保権設定予約 
  当社資産全体について金融機関からの借入 649,370 千円に
対して担保設定予約をしております。 

 

  
※8.店舗賃借仮勘定 
   新店出店の為の敷金保証金等で未開店店舗に関す
るものであります。 

 
※8.店舗賃借仮勘定 
   新店出店の為の敷金保証金等で未開店店舗に関するも
のであります。 

 



 

 ９

 
第 24 期 

(平成 14 年 3 月 31 日現在) 
第 23 期 

(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

※9.配当制限 
  その他の剰余金(当期に利益準備金として積立てるこ
とを要する金額を除く。)の金額のうち、商法第 290
条第1項の規定により利益の配当に充当することを制
限されている金額 

  その他有価証券評価差額金 8,579 千円 

※9.配当制限 
  その他の剰余金(当期に利益準備金として積立てること
を要する金額を除く。)の金額のうち、商法第 290 条第 1
項の規定により利益の配当に充当することを制限されて
いる金額 

  その他有価証券評価差額金 2,961 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 １０ 

(損益計算書関係) 
第 24 期 

自平成 13 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

 

第 23 期 
自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

 
 ※1.関係会社との取引高 

売上原価               9,494,520千円 
家賃収入               302,402千円  
固定資産売却益            －千円 
固定資産売却損           －千円    

 
※2.販売費及び一般管理費の主なもの 
  給料手当         8,019,837 千円 
  賞与引当金繰入額          153,035 千円 
  退職給付引当金繰入額     7,260 千円 
  役員退職慰労引当金繰入額    15,483 千円  
貸倒引当金繰入       28,129 千円 
消耗品費           777,460 千円 

  減価償却費               1,217,663 千円 
  水道光熱費        1,639,619 千円 
  地代家賃         3,029,521 千円 
 おおよその割合 
  販売費                    2.5％ 
  一般管理費           97.5％ 
 
※3.固定資産売却益の内訳 
  建    物                11,357 千円 
  構  築  物                  206 千円 
工具器具備品          181 千円 

  土    地        19,418 千円 
計          31,163 千円 

 
 
※4.固定資産売却損の内訳 
  建     物        39,208 千円 
  構  築  物         2,784 千円 

工具器具備品                 2,683 千円 
計            44,676 千円 
 

※5.固定資産除却損の内訳 
   建     物        169,311 千円 
  構  築  物         24,373 千円 

工具器具備品                13,399 千円 
水道施設利用権        1,107 千円 
長期前払費用         3,824 千円 
撤去費用                   1,478 千円 

計           213,495 千円 
 

 
 
※6.店舗閉鎖損 
店舗閉鎖に伴う賃貸借契約の解約による損失であり
ます。 

 
 
 

※1.関係会社との取引高 
  売上原価           11,114,182千円 
     家賃収入             185,367千円  
    固定資産売却益         23,396 千円 
    固定資産売却損       476,574 千円    
 
※2.販売費及び一般管理費の主なもの 
  給料手当         8,082,674 千円 
  賞与引当金繰入額          193,509 千円 
  退職給付引当金繰入額    14,912 千円 
  消耗品費         1,016,692 千円 
  減価償却費               1,233,827 千円 
  水道光熱費        1,668,507 千円 
  地代家賃         3,064,311 千円 
 おおよその割合 
  販売費                    2.4％ 
  一般管理費           97.6％ 
 
 
 
※3.固定資産売却益の内訳 
  建    物                22,486 千円 
  車輌運搬具                     215 千円 
  工具器具備品          956 千円 
  土    地        23,396 千円 

計          47,055 千円 
 

※4.固定資産売却損の内訳 
  建     物        4,083 千円 
  構  築  物          22 千円 
土        地              472,468 千円 

計          476,574 千円 
 

※5.固定資産除却損の内訳 
   建     物        61,734 千円 
  構  築  物         1,712 千円 
車輌運搬具                    318 千円 
工具器具備品                1,721 千円 
長期前払費用                  708 千円 
撤去費用                  1,400 千円 

計           67,594 千円 
 

 
       

 
 

 

 
 
 
 



 

 １１ 

(リース取引関係) 
第 24 期 

自平成 13 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

 

第 23 期 
自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
                車     輌       工具器具      ソフトウェア    合     計 
                運  搬  具      備     品 
取 得 価 額    千円     千円     千円       千円 
相  当  額     17,750   348,093         11,991          377,835  
減価償却累        千円     千円     千円       千円  
計額相当額      10,845        215,601          5,928          232,375 
期 末 残 高          千円     千円     千円       千円  
相  当  額        6,905        132,492          6,062          145,460 
なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高相当額が有形固
定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。 
 
2.未経過リース料期末残高相当額 
 １  年 以内           67,231 千円 
 １  年  超           78,228 千円 
  合   計            145,460 千円 
 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高相
当額が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しております。 
 
3.支払リース料及び減価償却費相当額 
 
 支払リース料      74,392千円 
 減価償却費相当額    74,392千円 
 
4.減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
                車     輌       工具器具      ソフトウェア    合     計 
                運  搬  具      備     品 
取 得 価 額    千円     千円     千円       千円 
相  当  額     17,750   378,950         11,991          408,691    
減価償却累        千円     千円     千円       千円    
計額相当額      7,588        193,350          3,530          204,469     
期 末 残 高          千円     千円     千円       千円     
相  当  額       10,162        185,599         8,460          204,222    
なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高相当額が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し
ております。 
 
2.未経過リース料期末残高相当額 
 １  年 以内           72,974 千円 
 １  年  超          131,248 千円 
  合   計            204,222 千円 
 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高相当
額が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。 
 
3.支払リース料及び減価償却費相当額 
 
 支払リース料      91,735千円 
 減価償却費相当額    91,735千円 
 
4.減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 １２ 

(有価証券関係) 
 

当連結会計年度に係る「有価証券」(子会社株式で時価のあるものは除く)に関する注記については、連結財務諸表における

注記事項として記載しております。なお、当連結会計年度(自平成 13 年４月 1 日 至平成 14 年３月 31 日)における子会社株式

で時価あるものはありません。 

 
(税効果会計関係) 
 第 24 期 第 23 期 
 (平成 14 年 3 月 31 日現在) (平成 13 年 3 月 31 日現在)   

 1 .繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
(繰延税金資産) 
 繰越欠損金               531,897 千円 
店舗閉鎖損否認額             56,901 千円 
役員退職慰労引当金繰入額                29,485 千円 
貸倒引当金繰入限度超過額        10,375 千円 
投資有価証券評価損            7,801 千円 
賞与引当金損金算入限度超過額       46,420 千円 
退職給付引当金否認額           26,395 千円 
事業所税等損金不算入額          12,244 千円 
その他                                  7,042 千円 
 繰延税金資産 小計                728,564 千円 
 評価性引当額             △381,720 千円 
繰延税金資産 合計           346,843 千円 
 
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異がある時の当該差異の原因となった重要
な項目別の内訳 
 
当期損失のため、記載は省略しております。 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
(繰延税金資産) 
 賞与引当金損金算入限度超過額      53,604 千円 
未払事業税・事業所税否認額       10,754 千円 
退職給付引当金否認額          28,450 千円 
 新規取得土地等負債利子損金不算入     8,243 千円  
 有価証券評価差額             2,144 千円 
その他                                   3,547 千円 

 合計                  106,744 千円 
 
 
 
 
 
 
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となった重要
な項目別の内訳 
 
法定実効税率                  42.0％ 
(調 整) 
     住民税均等割等               10.3％ 
     同族会社の留保金額に対する税額       0.1％ 
     その他                  △0.2％   
   税効果会計適用後の法人税等の負担率    52.2％ 

 

 
(１株当たり情報) 

 
       期 別 

 
 
科 目 

第 24 期 
自平成 13 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

 

第 23 期 
自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

 

1 株当たり純資産 
 
1 株当たり当期純利益 
又は、当期損失(△) 

328 円 22 銭 
 

△61 円 42 銭 

401 円 17 銭 
 

23 円 81 銭 

  

 
(注)１．平成 12 年５月 19 日付をもって額面普通株式を 1.5 株に分割いたしました。 

  ２．１株当たり当期純利益(又は当期損失)は、期中平均株式数により計算しております。 

    なお、平成 14 年 3 月期より、期中平均発行済株式数から自己株式を控除して算出しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債及び転換社債の発行がないため、記載して 

おりません。 
 
 
 
 



 

 １３ 

(重要な後発事象) 
第 24 期 

自平成 13 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

第 23 期 
自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

 
 
― 

平成 13 年５月７日開催の当社取締役会において、平成 13 年
６月１日を期して、下記のとおり株式会社上海菜館の株式を
取得（子会社化）することを決定いたしました。 

 
1. 株式取得の理由 
  当社は予てより、焼肉業態以外の新しい業態を開発し
展開することを検討しておりましたので、この度、中華
レストラン事業への進出を目的として当社全額出資に
より株式会社上海菜館の株式を取得（子会社化）するこ
とを決定しました。 

2.  株式取得の要旨 
   （1）株式取得の日程 
       取締役会決議           平成 13 年５月７日 
       株式売買契約期日       平成 13 年６月１日 
       株券引渡し             平成 13 年６月１日 
 
   （2）異動する子会社（株式会社 上海菜館）概要 
     ①商 号         株式会社 上海菜館 
     ②代 表 者         代表取締役社長 松本春政 
     ③本 店 所 在 地         埼玉県岩槻市城南２丁目６番32号 
     ④設 立 年 月 日         平成 10 年 10 月 27 日 
     ⑤主な事業の内容  中華レストラン上海菜館、花天心

の経営 
     ⑥決 算 日          ３月 
     ⑦従 業 員 数         社員数 88 名、パート・アルバイ 

ト487名(平成13年３月31日現在) 
      ⑧主 な 事 業 所          

〔上海菜館〕（直営店）  
岩槻城南店、大和田店、上尾中妻店、
北浦和店､吉川店、春日部中央店、富里
店、北与野アルーサ店､亀ヶ谷店、天台
店、西前川店、新栄町店、鳩ヶ谷店､越谷
神明店、せんげん台店、久喜駅東口店、狭
山ヶ丘店、入間鍵山店、朝霞店、宇都宮
錦店、東松山百穴店 
（ＦＣ店）  

                         郡山横塚店 
〔花天心〕（直営店） 

 西亀ヶ谷店                            
               （暖簾店） 

 安行店 
 ⑨資 本 の 額         10,000,000 円 
 ⑩発行済株式総数         200 株 
 ⑪株 主        豊山開発株式会社  

株式 100.0%                  
 ⑫最近事業年度における業績の傾向 

         平成 13 年３月期 売上高     18 億 67 百万円 
当期未処理損失   64 百万円
総資産         ４億 24 百万円  

   （3）取得株式数および取得前後の所有株式の状況 
     ①異動前の所有株式数     0株（所有割合  0.0%） 
     ②取得株式数   200 株(取得価額 262,400,000 円)  
     ③異動後の所有株式数 200 株（所有割合 100.0%） 

     
 
 



 

 １４ 

役員の異動 

 
新任取締役候補(平成１４年６月２７日 株主総会後就任予定) 
役 名 及 び 職 名 
 

氏     名 
 

取   締   役 
 

安 部 一 夫 (あべ かずお) 

 
 

取   締   役 
 
 

関 野 泰 史 (せきの やすふみ) 
 
 

 
新任監査役候補(平成 14 年６月 27 日株主総会後就任予定) 
役 名 及 び 職 名 
 

氏     名 
 

常 勤  監 査 役 
 

高 橋 秀 成 (たかはし ひでなり) 

監 査 役 
(社外監査役) 

宮 澤 仁 成 (みやざわ じんせい) 

 
 

 
退任予定取締役(平成 14 年６月 27 日株主総会終結時) 
役 名 及 び 職 名 
 

氏     名 
 

取   締   役 
 

山 下  智 (やました さとし) 

 
 

 
退任予定監査役(平成 14 年６月 27 日株主総会終結時) 
役 名 及 び 職 名 
                  

氏     名 
 

監   査   役  
 

小 城 トシ子 (こじょう としこ) 
 

常 勤 監 査 役 
 

安 部 一 夫 (あべ かずお) 

 


